
営業の状況

報酬体系について

１．対象役員
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象役員」は、常勤理事及び常勤監事をいいます。対象役員に対する報酬等は、
職務執行の対価として支払う「基本報酬」及び「賞与」、在任期間中の職務執行及び特別功労の対価として退任時に支払う「退
職慰労金」で構成されております。

（１）報酬体系の概要

【基本報酬及び賞与】
　非常勤を含む全役員の基本報酬及び賞与につきましては、総代会において、理事全員及び監事全員それぞれの支払総額の最
高限度額を決定しております。
　そのうえで、各理事の基本報酬額及び賞与額につきましては役位や在任年数等をそれぞれ勘案し、当金庫の理事会において
決定しております。また、各監事の基本報酬額及び賞与額につきましては、監事の協議により決定しております。

【退職慰労金】
　退職慰労金につきましては、在任期間中に毎期引当金を計上し、退任時に総代会で承認を得た後、支払っております。
　なお、当金庫では、全役員に適用される退職慰労金の支払いに関して、主として次の事項を規程で定めております。
　ａ．支払時期　ｂ．算出方法

（２）令和7年度における対象役員に対する報酬等の支払総額

（３）その他
　「信用金庫法施行規則第１３２条第１項第６号等の規定に基づき、報酬等に関する事項であって、信用金庫等の業務の運営又は
財産の状況に重要な影響を与えるものとして金融庁長官が別に定めるものを定める件」（平成２４年３月２９日付金融庁告示第２２
号）第２条第１項第３号、第４号及び第６号に該当する事項はありませんでした。

2.対象職員等
　当金庫における報酬体系の開示対象となる「対象職員等」は、当金庫の非常勤役員、当金庫の職員であって、対象役員が受け
る報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者のうち、当金庫の業務及び財産の状況に重要な影響を与える者をいいます。
　なお、令和７年度において、対象職員等に該当する者はいませんでした。

（単位：百万円）

支 払 総 額区 　 分

対 象 役 員 に 対 す る 報 酬 等 １１６
（注） 対象役員に該当する理事は７名、監事は２名です。（期中退任者及び期中に理事を退任し、監事に就任した者を含む）

上記の内訳は、「基本報酬」８5百万円、「賞与」1４百万円、「退職慰労金」1６百万円となっております。
なお、「賞与」は当年度中に支払った賞与のうち当年度に帰属する部分の金額（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員賞与引当金の合計額です。
「退職慰労金」は、当年度中に支払った退職慰労金（過年度に繰り入れた引当金分を除く）と当年度に繰り入れた役員退職慰労引当金の合計額です。
使用人兼務役員の使用人としての報酬等を含めております。

1.
2.

3.

（注） 対象職員等には、期中に退任・退職した者も含めております。
「同等額」は 、令和７年度に対象役員に支払った報酬等の平均額としております。
令和７年度において対象役員が受ける報酬等と同等額以上の報酬等を受ける者はいませんでした。 

1.
2.
3.

（単位：百万円）

令 和 6 年 度

流 動 性 預 金

定 期 性 預 金

そ の 他

　小　　　　　　　　　　計　

譲 渡 性 預 金

　合　　　　　　　　　　計　

有 利 息 預 金

固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

45,718

40,470

77,341

73,746

785

448

123,507

－

123,507

預金積金
■預金積金及び譲渡性預金平均残高

（注） 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金
固定金利定期預金：預入時に満期日までの利率が確定する定期預金
変動金利定期預金：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期預金

1.
2.

令 和 7 年 度

47,963

42,539

76,926

73,608

708

443

125,332

－

125,332

■自己資本調達手段の概要
　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段は普通出資（発行主体：当金庫）
のみであり、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は263百
万円です。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことに
より自己資本の充実を図ってきました。令和7年度末の自己資本比率
は26.17%と、国内基準４％を大きく上回る水準にあります。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとの経営計画
に基づく業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義の施策と考えております。

■信用リスクに関する事項 
　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当
金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことで
す。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき信用リスク管理要領を
策定し、与信判断の基本的な考え方を明示した与信判断の指針を
理念として信用リスク管理を徹底しています。
　また、特定の業種、特定の債務者への与信集中リスクを管理する
ため、大口与信先や特定業種の与信限度額を定めて管理し、この
管理状況を常務会、理事会に報告しております。
　貸倒引当金は「自己査定基準」「償却・引当に関する基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称＞
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの
機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫では信用リスク管理の観点から、信用リスクの軽減を目的に
担保・保証の保全措置を講じており、具体的には不動産や預金等の担
保、公的保証機関である信用保証協会等の保証がこれに該当しま
す。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原
資、財務内容、事業環境、経営者の資質等様々な角度から判断を行っ
ております。
　ただし、判断の結果、担保又は保証が必要な場合にはお客様への
十分な説明とご理解をいただき適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、当金庫預金積金、有価証券、不動産等、保
証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等
がありますが、その手続きについては金庫が定める「貸出金事務取
扱規定」等により、適切な事務取扱いを行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証等取引
に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引
の範囲において預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リス
ク削減方策の一つとして当金庫が定める「貸出金事務取扱規定」や
各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や
諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用しているバーゼルⅢで定められている信用リス
ク削減手法には預金相殺の他に適格担保としての当金庫預金積金が
あります。

■市場リスクに関する事項
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場の変動によって、
保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいますが、
市場リスクには、主に「金利リスク」「価格変動リスク」「為替リスク」
があります。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では市場リスクに対応するためＡＬＭ委員会において、資
産・負債の総合管理を行い、ＡＬＭ委員会で協議した主な内容は理
事会へ報告しております。
　市場リスク管理におけるリスク量については、分散共分散法によ
るＶａＲ法、ＢＰＶ法により計測しております。
＜派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫は直接派生商品取引を行っておりません。

　また、長期決済期間取引は該当ありません。
＜銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの
概要＞
　上場株式、株式型投資信託については、時価評価のほか、VaR法
によるリスク計測によってリスク量を把握するとともに当金庫の抱
える市場リスクの状況や運用基準枠・リスク許容限度枠の遵守状況
についてＡＬＭ委員会に報告・検証のうえ、常務会及び理事会に報
告しております。
　一方、非上場株式、子会社株式、政策投資株式、投資事業組合等
への出資金にかかるリスクの認識については、有価証券にかかる運
用方針の中で定める運用枠内での取引に限定するなど、適正な運
用・管理を行っています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーに関する事項
＜リスク管理の方針及びリスク特性の概要＞
　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先
劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャーに階層化し、そ
の一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証
券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをい
います。
　当金庫が証券化取引を行う場合には、有価証券投資の一環で投
資家として証券化取引を行っております。
＜自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号までに規定する
体制の整備及びその運用状況の概要＞
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、
証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る市場の状況等、
当該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタ
リングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に
入手可能であることを運用部門において事前に確認するとともに、
当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、
当該証券化商品に内包されるリスク及び構造上の特性等の分析を
行い、ＡＬＭ委員会での承認を経たうえで、理事長の決裁により最
終決定することとしております。
＜信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針＞
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化
取引を用いておりません。
＜証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称＞
　当金庫は標準的手法を採用しております。
＜証券化取引に関する会計方針＞
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価
証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に
関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。
＜証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使
用する適格格付機関の名称＞
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、投資の種
類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■マーケット・リスクに関する事項
　マーケット・リスクとは、市場リスクのうち、マーケット・リスク規制
の適用対象となるトレーディング取引や為替取引及びコモディティ取
引に係るものをいいます。
＜リスク管理の方針、手続及び体制の概要＞
（１）リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの

有効性に係る監視の方法
　当金庫では、マーケット・リスクの計測について「簡易的方
式」を採用し、総務部経営企画が管理しております。
　また、フロントオフィス（資金運用部）とバックオフィス（総務
部経理）を分離したうえで、ミドルオフィス（総務部経営企画）
を設置することで、相互牽制が可能な体制をとっております。
　リスク削減に係る方法については、銀行勘定における金利リ
スクに関する事項に記載しております。なお、当金庫では、リス
クの削減を目的としたヘッジ取引は行っておりません。

（２）トレーディング勘定に分類する商品の範囲を定めるための方針
及び手続（低流動性ポジションの特定、管理及び監視に係る方
法を含む。）

　マーケット・リスク相当額に係る額の算入にあたっては、簡易
的方式を採用し、すべての商品をバンキング勘定に分類してお
ります。

（３）トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替を
行った場合には、次に掲げる事項
・当該振替を行った商品の市場価値及びグロスの公正価値
・当該振替の理由
　トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替は
行っておりません。

（４）内部取引担当デスクのリスク移転の状況
　内部取引担当デスクは設置しておりません。

＜報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容＞
　総務部経営企画は、マーケット・リスクの計測対象となる有価証
券等にかかる評価損益やＶａＲなどのリスク量を日次でモニタリン
グしております。また、リスク量の状況等を理事会及び常務会、ＡＬ
Ｍ委員会に月次で報告しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の内部管理体制の不備や
システムトラブルによる事故、災害等の外生的事象から発生しうるリ
スクをいい、当金庫では、事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスク（法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評
リスク等）を総称してオペレーショナル・リスクと定義しております。

＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　オペレーショナル・リスクの管理方針や管理体制については、「オ
ペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管
理規定」で定めています。
　また、適正なリスク管理を実現するため、リスク毎の特性等に応
じた管理規定等を定めるとともにリスク管理の状況については理
事会及び常務会へ定期的に報告することとしております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法＞
　当金庫は、標準的計測手法によりオペレーショナル・リスク相当
額を算定しております。
＜BIの算出方法＞
　当金庫は、金利要素、役務要素及び金融商品要素の合計額であ
らわされる事業規模指標をBIとしております。
＜ILMの算出方法＞
　当金庫は、ILM（内部損失乗数）については、自己資本比率告示
第306条第1項第3号に基づき、「1」を使用しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除
外した事業部門の有無＞
　該当事項はありません。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から
除外した特殊損失の有無＞
　該当事項はありません。

HACHISHIN ▶▶▶ 資料編（経営指標）／（営業の状況）
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（単位：百万円）

令 和 6 年 度

定 期 預 金

固 定 金 利 定 期 預 金

変 動 金 利 定 期 預 金

75,761

75,013

747

■定期預金残高

（単位：百万円、％）

令 和 6 年 度

個  人

一 般 法 人

金 融 機 関

公  金

　合 　　　　　　　　　 計　

（　　　  ）

（　　  　）

（　　  　）

（　　  　）

（　　  　）

93,502

27,866

70

6,595

128,035

（　　　  ）

（　　  　）

（　　  　）

（　　  　）

（　　  　）

73.02

21.76

0.05

5.15

100.00

■預金者別預金残高（構成比）

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

財 形 貯 蓄 99

令 和 6 年 度

106

■財形貯蓄残高

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

割 引 手 形

手 形 貸 付

証 書 貸 付

当 座 貸 越

　合　　　　　計　

43

1,588

27,641

1,799

31,072

令 和 6 年 度

62

1,808

27,092

1,537

30,502

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

貸 出 金

固 定 金 利

変 動 金 利

31,595

23,120

8,475

令 和 6 年 度

32,047

23,537

8,510

■貸出金残高
貸　出　金
■貸出金平均残高

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動  産

不 動 産

そ の 他

　小　　　　　計　

信用保証協会・信用保険

保  証

信  用

　合　　　　　計　

1,144

―

―

2,268

―

3,413

12,880

6,166

9,135

31,595

令 和 6 年 度

1,504

―

―

2,166

―

3,670

12,620

6,514

9,242

32,047

■貸出金の担保別内訳 （単位：百万円）

令 和 7 年 度

当 金 庫 預 金 積 金

有 価 証 券

動  産

不 動 産

そ の 他

　小　　　　　計　

信用保証協会・信用保険

保  証

信  用

　合　　　　　計　

5

―

―

4

―

10

1

51

19

82

令 和 6 年 度

6

―

―

―

―

6

1

40

29

78

■債務保証見返の担保別内訳

（単位：百万円、％）

貸 出 金 残 高

令 和 7 年 度

構 　 成 　 比 貸 出 金 残 高 構 　 成 　 比

設 備 資 金

運 転 資 金

　合　　　　　　　　計　

13,465

18,129

31,595

42.61

57.37

100.00

令 和 6 年 度

12,995

19,052

32,047

40.54

59.45

100.00

■貸出金使途別残高

令 和 7 年 度

72,563

71,887

676

令 和 7 年 度

93,844

27,948

63

4,546

126,403

74.24

22.11

0.05

3.59

100.00

■自己資本調達手段の概要
　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段は普通出資（発行主体：当金庫）
のみであり、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は263百
万円です。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことに
より自己資本の充実を図ってきました。令和7年度末の自己資本比率
は26.17%と、国内基準４％を大きく上回る水準にあります。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとの経営計画
に基づく業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義の施策と考えております。

■信用リスクに関する事項 
　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当
金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことで
す。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき信用リスク管理要領を
策定し、与信判断の基本的な考え方を明示した与信判断の指針を
理念として信用リスク管理を徹底しています。
　また、特定の業種、特定の債務者への与信集中リスクを管理する
ため、大口与信先や特定業種の与信限度額を定めて管理し、この
管理状況を常務会、理事会に報告しております。
　貸倒引当金は「自己査定基準」「償却・引当に関する基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称＞
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの
機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫では信用リスク管理の観点から、信用リスクの軽減を目的に
担保・保証の保全措置を講じており、具体的には不動産や預金等の担
保、公的保証機関である信用保証協会等の保証がこれに該当しま
す。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原
資、財務内容、事業環境、経営者の資質等様々な角度から判断を行っ
ております。
　ただし、判断の結果、担保又は保証が必要な場合にはお客様への
十分な説明とご理解をいただき適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、当金庫預金積金、有価証券、不動産等、保
証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等
がありますが、その手続きについては金庫が定める「貸出金事務取
扱規定」等により、適切な事務取扱いを行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証等取引
に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引
の範囲において預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リス
ク削減方策の一つとして当金庫が定める「貸出金事務取扱規定」や
各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や
諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用しているバーゼルⅢで定められている信用リス
ク削減手法には預金相殺の他に適格担保としての当金庫預金積金が
あります。

■市場リスクに関する事項
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場の変動によって、
保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいますが、
市場リスクには、主に「金利リスク」「価格変動リスク」「為替リスク」
があります。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では市場リスクに対応するためＡＬＭ委員会において、資
産・負債の総合管理を行い、ＡＬＭ委員会で協議した主な内容は理
事会へ報告しております。
　市場リスク管理におけるリスク量については、分散共分散法によ
るＶａＲ法、ＢＰＶ法により計測しております。
＜派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫は直接派生商品取引を行っておりません。

　また、長期決済期間取引は該当ありません。
＜銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの
概要＞
　上場株式、株式型投資信託については、時価評価のほか、VaR法
によるリスク計測によってリスク量を把握するとともに当金庫の抱
える市場リスクの状況や運用基準枠・リスク許容限度枠の遵守状況
についてＡＬＭ委員会に報告・検証のうえ、常務会及び理事会に報
告しております。
　一方、非上場株式、子会社株式、政策投資株式、投資事業組合等
への出資金にかかるリスクの認識については、有価証券にかかる運
用方針の中で定める運用枠内での取引に限定するなど、適正な運
用・管理を行っています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーに関する事項
＜リスク管理の方針及びリスク特性の概要＞
　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先
劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャーに階層化し、そ
の一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証
券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをい
います。
　当金庫が証券化取引を行う場合には、有価証券投資の一環で投
資家として証券化取引を行っております。
＜自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号までに規定する
体制の整備及びその運用状況の概要＞
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、
証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る市場の状況等、
当該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタ
リングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に
入手可能であることを運用部門において事前に確認するとともに、
当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、
当該証券化商品に内包されるリスク及び構造上の特性等の分析を
行い、ＡＬＭ委員会での承認を経たうえで、理事長の決裁により最
終決定することとしております。
＜信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針＞
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化
取引を用いておりません。
＜証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称＞
　当金庫は標準的手法を採用しております。
＜証券化取引に関する会計方針＞
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価
証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に
関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。
＜証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使
用する適格格付機関の名称＞
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、投資の種
類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■マーケット・リスクに関する事項
　マーケット・リスクとは、市場リスクのうち、マーケット・リスク規制
の適用対象となるトレーディング取引や為替取引及びコモディティ取
引に係るものをいいます。
＜リスク管理の方針、手続及び体制の概要＞
（１）リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの

有効性に係る監視の方法
　当金庫では、マーケット・リスクの計測について「簡易的方
式」を採用し、総務部経営企画が管理しております。
　また、フロントオフィス（資金運用部）とバックオフィス（総務
部経理）を分離したうえで、ミドルオフィス（総務部経営企画）
を設置することで、相互牽制が可能な体制をとっております。
　リスク削減に係る方法については、銀行勘定における金利リ
スクに関する事項に記載しております。なお、当金庫では、リス
クの削減を目的としたヘッジ取引は行っておりません。

（２）トレーディング勘定に分類する商品の範囲を定めるための方針
及び手続（低流動性ポジションの特定、管理及び監視に係る方
法を含む。）

　マーケット・リスク相当額に係る額の算入にあたっては、簡易
的方式を採用し、すべての商品をバンキング勘定に分類してお
ります。

（３）トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替を
行った場合には、次に掲げる事項
・当該振替を行った商品の市場価値及びグロスの公正価値
・当該振替の理由
　トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替は
行っておりません。

（４）内部取引担当デスクのリスク移転の状況
　内部取引担当デスクは設置しておりません。

＜報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容＞
　総務部経営企画は、マーケット・リスクの計測対象となる有価証
券等にかかる評価損益やＶａＲなどのリスク量を日次でモニタリン
グしております。また、リスク量の状況等を理事会及び常務会、ＡＬ
Ｍ委員会に月次で報告しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の内部管理体制の不備や
システムトラブルによる事故、災害等の外生的事象から発生しうるリ
スクをいい、当金庫では、事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスク（法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評
リスク等）を総称してオペレーショナル・リスクと定義しております。

＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　オペレーショナル・リスクの管理方針や管理体制については、「オ
ペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管
理規定」で定めています。
　また、適正なリスク管理を実現するため、リスク毎の特性等に応
じた管理規定等を定めるとともにリスク管理の状況については理
事会及び常務会へ定期的に報告することとしております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法＞
　当金庫は、標準的計測手法によりオペレーショナル・リスク相当
額を算定しております。
＜BIの算出方法＞
　当金庫は、金利要素、役務要素及び金融商品要素の合計額であ
らわされる事業規模指標をBIとしております。
＜ILMの算出方法＞
　当金庫は、ILM（内部損失乗数）については、自己資本比率告示
第306条第1項第3号に基づき、「1」を使用しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除
外した事業部門の有無＞
　該当事項はありません。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から
除外した特殊損失の有無＞
　該当事項はありません。

HACHISHIN ▶▶▶ 資料編（経営指標）／（営業の状況）
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（単位：百万円）

令 和 7 年 度

消 費 者 ロ ー ン
住 宅 ロ ー ン
　合　　　　　計　

1,233
9,894
11,128

令 和 6 年 度

1,015
9,772
10,787

■消費者ローン・住宅ローン残高

（単位：千円）

令 和 6 年 度 令 和 7 年 度

貸 出 金 償 却 ― ―

■貸出金償却

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

信 金 中 央 金 庫
株式会社日本政策金融公庫
独立行政法人住宅金融支援機構
独立行政法人福祉医療機構
　合　　　　　計　

19
5
17
―
42

令 和 6 年 度

29
6
26
―
62

■代理貸付残高の内訳

Word
預 貸 率
　お預かりした預金積金のうち、貸出金
で運用している割合。

（単位：百万円、％）

令 和 7 年 度

貸 出 金
預 金 積 金

預 貸 率

（Ａ）
（Ｂ）
（Ａ／Ｂ）
期中平均

31,595
126,403
24.99
24.79

令 和 6 年 度

32,047
128,035
25.03
24.69

■預  貸  率

（単位：百万円）
当 期 減 少 額

そ の 他目 的 使 用

一 般 貸 倒 引 当 金

個 別 貸 倒 引 当 金

　合   　　　　計　

37
40
156
183
194
224

―
―
―
―
―
―

54
37
123
156
177
194

37
40
156
183
194
224

54
37
123
156
177
194

令和6年度
令和7年度
令和6年度
令和7年度
令和6年度
令和7年度

■貸倒引当金内訳

期 首 残 高 当 期 増 加 額 期 末 残 高

（単位：先、百万円、％）

令 和 7 年 度

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱業、採石業、砂利採取業
建 設 業
電気、ガス、熱供給、水道業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学術研究、専門・技術サービス業
宿 泊 業
飲 食 業
生活関連サービス業、娯楽業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
　小　　　　　　　　計　
国・地 方 公 共 団 体 等
個 人
　合　　　　　　　　計　

88
14
2
2

140
6
1
9
86
1
12
6
10
25
71
20
―
15
41
549
5

2,278
2,832

2,600
110
7
31

3,275
205
43
291
1,171
20
158
978
766
719
507
538
―
559
875

12,861
6,834
11,899
31,595

8.22
0.34
0.02
0.09
10.36
0.64
0.13
0.92
3.70
0.06
0.50
3.09
2.42
2.27
1.60
1.70
―

1.76
2.76
40.70
21.63
37.66
100.00

令 和 6 年 度

89
10
1
2

148
6
2
10
90
1
11
6
8
28
70
20
―
15
45
562
5

2,368
2,935

2,785
54
3
43

3,665
214
33
262
1,242
50
171
856
819
774
485
634
―
518
673

13,289
7,128
11,630
32,047

8.69
0.16
0.00
0.13
11.43
0.66
0.10
0.81
3.87
0.15
0.53
2.67
2.55
2.41
1.51
1.97
―

1.61
2.10
41.46
22.24
36.29
100.00

■貸出金業種別内訳

貸出先数 貸出金残高 構  成  比 貸出先数 貸出金残高 構  成  比

（注）業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

■自己資本調達手段の概要
　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段は普通出資（発行主体：当金庫）
のみであり、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は263百
万円です。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことに
より自己資本の充実を図ってきました。令和7年度末の自己資本比率
は26.17%と、国内基準４％を大きく上回る水準にあります。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとの経営計画
に基づく業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義の施策と考えております。

■信用リスクに関する事項 
　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当
金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことで
す。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき信用リスク管理要領を
策定し、与信判断の基本的な考え方を明示した与信判断の指針を
理念として信用リスク管理を徹底しています。
　また、特定の業種、特定の債務者への与信集中リスクを管理する
ため、大口与信先や特定業種の与信限度額を定めて管理し、この
管理状況を常務会、理事会に報告しております。
　貸倒引当金は「自己査定基準」「償却・引当に関する基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称＞
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの
機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫では信用リスク管理の観点から、信用リスクの軽減を目的に
担保・保証の保全措置を講じており、具体的には不動産や預金等の担
保、公的保証機関である信用保証協会等の保証がこれに該当しま
す。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原
資、財務内容、事業環境、経営者の資質等様々な角度から判断を行っ
ております。
　ただし、判断の結果、担保又は保証が必要な場合にはお客様への
十分な説明とご理解をいただき適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、当金庫預金積金、有価証券、不動産等、保
証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等
がありますが、その手続きについては金庫が定める「貸出金事務取
扱規定」等により、適切な事務取扱いを行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証等取引
に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引
の範囲において預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リス
ク削減方策の一つとして当金庫が定める「貸出金事務取扱規定」や
各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や
諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用しているバーゼルⅢで定められている信用リス
ク削減手法には預金相殺の他に適格担保としての当金庫預金積金が
あります。

■市場リスクに関する事項
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場の変動によって、
保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいますが、
市場リスクには、主に「金利リスク」「価格変動リスク」「為替リスク」
があります。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では市場リスクに対応するためＡＬＭ委員会において、資
産・負債の総合管理を行い、ＡＬＭ委員会で協議した主な内容は理
事会へ報告しております。
　市場リスク管理におけるリスク量については、分散共分散法によ
るＶａＲ法、ＢＰＶ法により計測しております。
＜派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫は直接派生商品取引を行っておりません。

　また、長期決済期間取引は該当ありません。
＜銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの
概要＞
　上場株式、株式型投資信託については、時価評価のほか、VaR法
によるリスク計測によってリスク量を把握するとともに当金庫の抱
える市場リスクの状況や運用基準枠・リスク許容限度枠の遵守状況
についてＡＬＭ委員会に報告・検証のうえ、常務会及び理事会に報
告しております。
　一方、非上場株式、子会社株式、政策投資株式、投資事業組合等
への出資金にかかるリスクの認識については、有価証券にかかる運
用方針の中で定める運用枠内での取引に限定するなど、適正な運
用・管理を行っています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーに関する事項
＜リスク管理の方針及びリスク特性の概要＞
　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先
劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャーに階層化し、そ
の一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証
券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをい
います。
　当金庫が証券化取引を行う場合には、有価証券投資の一環で投
資家として証券化取引を行っております。
＜自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号までに規定する
体制の整備及びその運用状況の概要＞
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、
証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る市場の状況等、
当該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタ
リングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に
入手可能であることを運用部門において事前に確認するとともに、
当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、
当該証券化商品に内包されるリスク及び構造上の特性等の分析を
行い、ＡＬＭ委員会での承認を経たうえで、理事長の決裁により最
終決定することとしております。
＜信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針＞
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化
取引を用いておりません。
＜証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称＞
　当金庫は標準的手法を採用しております。
＜証券化取引に関する会計方針＞
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価
証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に
関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。
＜証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使
用する適格格付機関の名称＞
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、投資の種
類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■マーケット・リスクに関する事項
　マーケット・リスクとは、市場リスクのうち、マーケット・リスク規制
の適用対象となるトレーディング取引や為替取引及びコモディティ取
引に係るものをいいます。
＜リスク管理の方針、手続及び体制の概要＞
（１）リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの

有効性に係る監視の方法
　当金庫では、マーケット・リスクの計測について「簡易的方
式」を採用し、総務部経営企画が管理しております。
　また、フロントオフィス（資金運用部）とバックオフィス（総務
部経理）を分離したうえで、ミドルオフィス（総務部経営企画）
を設置することで、相互牽制が可能な体制をとっております。
　リスク削減に係る方法については、銀行勘定における金利リ
スクに関する事項に記載しております。なお、当金庫では、リス
クの削減を目的としたヘッジ取引は行っておりません。

（２）トレーディング勘定に分類する商品の範囲を定めるための方針
及び手続（低流動性ポジションの特定、管理及び監視に係る方
法を含む。）

　マーケット・リスク相当額に係る額の算入にあたっては、簡易
的方式を採用し、すべての商品をバンキング勘定に分類してお
ります。

（３）トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替を
行った場合には、次に掲げる事項
・当該振替を行った商品の市場価値及びグロスの公正価値
・当該振替の理由
　トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替は
行っておりません。

（４）内部取引担当デスクのリスク移転の状況
　内部取引担当デスクは設置しておりません。

＜報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容＞
　総務部経営企画は、マーケット・リスクの計測対象となる有価証
券等にかかる評価損益やＶａＲなどのリスク量を日次でモニタリン
グしております。また、リスク量の状況等を理事会及び常務会、ＡＬ
Ｍ委員会に月次で報告しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の内部管理体制の不備や
システムトラブルによる事故、災害等の外生的事象から発生しうるリ
スクをいい、当金庫では、事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスク（法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評
リスク等）を総称してオペレーショナル・リスクと定義しております。

＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　オペレーショナル・リスクの管理方針や管理体制については、「オ
ペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管
理規定」で定めています。
　また、適正なリスク管理を実現するため、リスク毎の特性等に応
じた管理規定等を定めるとともにリスク管理の状況については理
事会及び常務会へ定期的に報告することとしております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法＞
　当金庫は、標準的計測手法によりオペレーショナル・リスク相当
額を算定しております。
＜BIの算出方法＞
　当金庫は、金利要素、役務要素及び金融商品要素の合計額であ
らわされる事業規模指標をBIとしております。
＜ILMの算出方法＞
　当金庫は、ILM（内部損失乗数）については、自己資本比率告示
第306条第1項第3号に基づき、「1」を使用しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除
外した事業部門の有無＞
　該当事項はありません。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から
除外した特殊損失の有無＞
　該当事項はありません。

HACHISHIN ▶▶▶ 資料編（営業の状況）
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（単位：百万円）

令 和 7 年 度

国 債

地 方 債

社 債

株 式

投 資 信 託

外 国 債 券

そ の 他 の 証 券

　合　　　　　計　

12,591

―

539

10

―

47,657

2

60,801

令 和 6 年 度

1,209

―

539

13

―

47,323

2

49,089

Word
預 証 率
　お預りした預金積金のうち、有価証券で運用して
いる割合。（注）有価証券の運用については、安全性を十分に考慮しながら、安定し

た利息収入の確保に努めております。

有価証券・その他
■商品有価証券平均残高　該当ありません
■有価証券平均残高 （単位：百万円、％）

令 和 7 年 度

61,370

126,403

48.55

48.51

令 和 6 年 度

49,857

128,035

38.94

39.74

■預証率

（Ａ）

（Ｂ）

（Ａ／Ｂ）

期中平均

有 価 証 券 

預 金 積 金

預 証 率

■有価証券の残存期間別残高 （単位：百万円）

国 債

地 方 債

社 債

株 式

投 資 信 託

外 国 債 券

そ の 他 の 証 券

　 合 　 　 　 計 　

3年超
5年以下

1年超
3年以下1年以下 期間の定めの

ないもの 合　計10年超7年超
10年以下

5年超
7年以下令 和 6 年 度

（単位：百万円）

国 債

地 方 債

社 債

株 式

投 資 信 託

外 国 債 券

そ の 他 の 証 券

　 合 　 　 　 計 　

―

―

200

―

―

―

―

200

―

―

219

―

―

―

―

219

―

―

107

―

―

―

0

107

―

―

―

9

―

―

―

9

19,232

―

528

9

―

41,598

0

61,370

19,232

―

―

―

―

36,791

―

56,023

―

―

―

―

―

4,807

0

4,808

―

―

―

―

―

―

―

―

3年超
5年以下

1年超
3年以下1年以下 期間の定めの

ないもの 合　計10年超7年超
10年以下

5年超
7年以下令 和 7 年 度

■有価証券の時価情報
（１）売買目的有価証券　該当ありません
（２）満期保有目的の債券　該当ありません
（３）子会社・子法人等株式及び関連法人等株式　該当ありません

■金銭の信託の時価情報
（１）運用目的の金銭の信託　該当ありません
（２）満期保有目的の金銭の信託　該当ありません
（３）その他の金銭の信託　該当ありません

―

―

208

―

―

―

―

208

―

―

222

―

―

―

1

224

―

―

99

―

―

100

―

200

―

―

―

10

―

―

―

10

6,736

―

531

10

―

42,577

2

49,857

6,736

―

―

―

―

42,477

―

49,214

―

―

―

―

―

―

0

0

―

―

―

―

―

―

―

―

■自己資本調達手段の概要
　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段は普通出資（発行主体：当金庫）
のみであり、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は263百
万円です。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことに
より自己資本の充実を図ってきました。令和7年度末の自己資本比率
は26.17%と、国内基準４％を大きく上回る水準にあります。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとの経営計画
に基づく業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義の施策と考えております。

■信用リスクに関する事項 
　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当
金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことで
す。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき信用リスク管理要領を
策定し、与信判断の基本的な考え方を明示した与信判断の指針を
理念として信用リスク管理を徹底しています。
　また、特定の業種、特定の債務者への与信集中リスクを管理する
ため、大口与信先や特定業種の与信限度額を定めて管理し、この
管理状況を常務会、理事会に報告しております。
　貸倒引当金は「自己査定基準」「償却・引当に関する基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称＞
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの
機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫では信用リスク管理の観点から、信用リスクの軽減を目的に
担保・保証の保全措置を講じており、具体的には不動産や預金等の担
保、公的保証機関である信用保証協会等の保証がこれに該当しま
す。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原
資、財務内容、事業環境、経営者の資質等様々な角度から判断を行っ
ております。
　ただし、判断の結果、担保又は保証が必要な場合にはお客様への
十分な説明とご理解をいただき適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、当金庫預金積金、有価証券、不動産等、保
証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等
がありますが、その手続きについては金庫が定める「貸出金事務取
扱規定」等により、適切な事務取扱いを行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証等取引
に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引
の範囲において預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リス
ク削減方策の一つとして当金庫が定める「貸出金事務取扱規定」や
各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や
諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用しているバーゼルⅢで定められている信用リス
ク削減手法には預金相殺の他に適格担保としての当金庫預金積金が
あります。

■市場リスクに関する事項
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場の変動によって、
保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいますが、
市場リスクには、主に「金利リスク」「価格変動リスク」「為替リスク」
があります。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では市場リスクに対応するためＡＬＭ委員会において、資
産・負債の総合管理を行い、ＡＬＭ委員会で協議した主な内容は理
事会へ報告しております。
　市場リスク管理におけるリスク量については、分散共分散法によ
るＶａＲ法、ＢＰＶ法により計測しております。
＜派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫は直接派生商品取引を行っておりません。

　また、長期決済期間取引は該当ありません。
＜銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの
概要＞
　上場株式、株式型投資信託については、時価評価のほか、VaR法
によるリスク計測によってリスク量を把握するとともに当金庫の抱
える市場リスクの状況や運用基準枠・リスク許容限度枠の遵守状況
についてＡＬＭ委員会に報告・検証のうえ、常務会及び理事会に報
告しております。
　一方、非上場株式、子会社株式、政策投資株式、投資事業組合等
への出資金にかかるリスクの認識については、有価証券にかかる運
用方針の中で定める運用枠内での取引に限定するなど、適正な運
用・管理を行っています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーに関する事項
＜リスク管理の方針及びリスク特性の概要＞
　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先
劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャーに階層化し、そ
の一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証
券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをい
います。
　当金庫が証券化取引を行う場合には、有価証券投資の一環で投
資家として証券化取引を行っております。
＜自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号までに規定する
体制の整備及びその運用状況の概要＞
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、
証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る市場の状況等、
当該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタ
リングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に
入手可能であることを運用部門において事前に確認するとともに、
当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、
当該証券化商品に内包されるリスク及び構造上の特性等の分析を
行い、ＡＬＭ委員会での承認を経たうえで、理事長の決裁により最
終決定することとしております。
＜信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針＞
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化
取引を用いておりません。
＜証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称＞
　当金庫は標準的手法を採用しております。
＜証券化取引に関する会計方針＞
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価
証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に
関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。
＜証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使
用する適格格付機関の名称＞
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、投資の種
類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■マーケット・リスクに関する事項
　マーケット・リスクとは、市場リスクのうち、マーケット・リスク規制
の適用対象となるトレーディング取引や為替取引及びコモディティ取
引に係るものをいいます。
＜リスク管理の方針、手続及び体制の概要＞
（１）リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの

有効性に係る監視の方法
　当金庫では、マーケット・リスクの計測について「簡易的方
式」を採用し、総務部経営企画が管理しております。
　また、フロントオフィス（資金運用部）とバックオフィス（総務
部経理）を分離したうえで、ミドルオフィス（総務部経営企画）
を設置することで、相互牽制が可能な体制をとっております。
　リスク削減に係る方法については、銀行勘定における金利リ
スクに関する事項に記載しております。なお、当金庫では、リス
クの削減を目的としたヘッジ取引は行っておりません。

（２）トレーディング勘定に分類する商品の範囲を定めるための方針
及び手続（低流動性ポジションの特定、管理及び監視に係る方
法を含む。）

　マーケット・リスク相当額に係る額の算入にあたっては、簡易
的方式を採用し、すべての商品をバンキング勘定に分類してお
ります。

（３）トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替を
行った場合には、次に掲げる事項
・当該振替を行った商品の市場価値及びグロスの公正価値
・当該振替の理由
　トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替は
行っておりません。

（４）内部取引担当デスクのリスク移転の状況
　内部取引担当デスクは設置しておりません。

＜報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容＞
　総務部経営企画は、マーケット・リスクの計測対象となる有価証
券等にかかる評価損益やＶａＲなどのリスク量を日次でモニタリン
グしております。また、リスク量の状況等を理事会及び常務会、ＡＬ
Ｍ委員会に月次で報告しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の内部管理体制の不備や
システムトラブルによる事故、災害等の外生的事象から発生しうるリ
スクをいい、当金庫では、事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスク（法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評
リスク等）を総称してオペレーショナル・リスクと定義しております。

＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　オペレーショナル・リスクの管理方針や管理体制については、「オ
ペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管
理規定」で定めています。
　また、適正なリスク管理を実現するため、リスク毎の特性等に応
じた管理規定等を定めるとともにリスク管理の状況については理
事会及び常務会へ定期的に報告することとしております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法＞
　当金庫は、標準的計測手法によりオペレーショナル・リスク相当
額を算定しております。
＜BIの算出方法＞
　当金庫は、金利要素、役務要素及び金融商品要素の合計額であ
らわされる事業規模指標をBIとしております。
＜ILMの算出方法＞
　当金庫は、ILM（内部損失乗数）については、自己資本比率告示
第306条第1項第3号に基づき、「1」を使用しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除
外した事業部門の有無＞
　該当事項はありません。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から
除外した特殊損失の有無＞
　該当事項はありません。

HACHISHIN ▶▶▶ 資料編（営業の状況）

43

は
ち
し
ん
に
つ
い
て

は
ち
し
ん
と
地
域
社
会

中
期
経
営
計
画

商
品
・サ
ー
ビ
ス

は
ち
し
ん
の
あ
ゆ
み

資
料
編

店
舗
の
ご
案
内

は
ち
し
ん
の
健
全
性

確
保
へ
の
取
組
み



（単位：百万円）

令 和 7 年 度

差　額貸借対照表
計上額 取得原価 差  額貸借対照表

計上額 取得原価

（注） 貸借対照表計上額は、期末日における市場価格等に基づいております。
上記の｢その他」は、外国債券です。
市場価格のない株式等及び組合出資金は本表には含めておりません。

1.
2.
3.

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

小 計

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

小 計

種　　類

合　　　計

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えるもの

貸借対照表計上
額が取得原価を
超えないもの

―

―

―

―

―

502

502

―

19,760

19,232

―

528

41,096

60,856

61,359

―

―

―

―

―

494

494

―

21,781

21,241

―

539

43,751

65,533

66,027

―

―

―

―

―

8

8

―

△ 2,020

△ 2,009

―

△ 11

△ 2,655

△ 4,676

△ 4,668

令 和 6 年 度

―

912

912

―

―

100

1,012

―

6,355

5,824

―

531

42,477

48,832

49,845

―

910

910

―

―

100

1,010

―

6,554

6,014

―

539

48,039

54,594

55,605

―

2

2

―

―

0

2

―

△ 199

△ 190

―

△ 8

△ 5,562

△ 5,762

△ 5,759

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

（５）市場価格のない株式等及び組合出資金

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

非 上 場 株 式

信金中央金庫出資金

組 合 出 資 金

　 合 　 　 　 計 　

9

675

0

686

令 和 6 年 度

10

675

2

688

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

送 金 ・ 振 込

代 金 取 立

仕 向 為 替

被 仕 向 為 替

仕 向 為 替

被 仕 向 為 替

94,373

86,702

1

―

令 和 6 年 度

123,564

85,779

0

―

■内国為替取扱実績

（単位：百万円）

令 和 7 年 度

国 債

　合　　　　　計　

89

89

令 和 6 年 度

35

35

■公共債窓販実績

■デリバティブ取引
　金利関連取引・通貨関連取引・株式関連取引・債券関連取引・商品関連取引・クレジットデリバティブ取引
は該当ありません。

■公共債引受額
　公共債の引受は該当ありません。

（４）その他有価証券

■自己資本調達手段の概要
　自己資本は、出資金及び利益剰余金等により構成されております。
　なお、当金庫の自己資本調達手段は普通出資（発行主体：当金庫）
のみであり、コア資本に係る基礎項目の額に算入された額は263百
万円です。

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当金庫は、これまで、内部留保による資本の積上げ等を行うことに
より自己資本の充実を図ってきました。令和7年度末の自己資本比率
は26.17%と、国内基準４％を大きく上回る水準にあります。
　なお、将来の自己資本の充実策については、年度ごとの経営計画
に基づく業務推進を通じ、そこから得られる利益による資本の積上
げを第一義の施策と考えております。

■信用リスクに関する事項 
　信用リスクとは、お取引先の倒産や財務状況の悪化などにより、当
金庫の資産の価値が減少ないし消失し、損失を被るリスクのことで
す。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では、信用リスク管理方針に基づき信用リスク管理要領を
策定し、与信判断の基本的な考え方を明示した与信判断の指針を
理念として信用リスク管理を徹底しています。
　また、特定の業種、特定の債務者への与信集中リスクを管理する
ため、大口与信先や特定業種の与信限度額を定めて管理し、この
管理状況を常務会、理事会に報告しております。
　貸倒引当金は「自己査定基準」「償却・引当に関する基準」に基づ
き、自己査定における債務者区分ごとに計算された貸倒実績率を
基に算定するとともに、その結果については監査法人の監査を受
けるなど、適正な計上に努めております。
＜リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関等の名称＞
　リスク・ウェイトの判定に使用する適格格付機関は以下の４つの
機関を採用しています。なお、エクスポージャーの種類ごとに適格
格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の概要
　当金庫では信用リスク管理の観点から、信用リスクの軽減を目的に
担保・保証の保全措置を講じており、具体的には不動産や預金等の担
保、公的保証機関である信用保証協会等の保証がこれに該当しま
す。ただし、これはあくまでも補完的措置であり、資金使途、返済原
資、財務内容、事業環境、経営者の資質等様々な角度から判断を行っ
ております。
　ただし、判断の結果、担保又は保証が必要な場合にはお客様への
十分な説明とご理解をいただき適切な取扱いに努めています。
　当金庫が扱う担保には、当金庫預金積金、有価証券、不動産等、保
証には人的保証、信用保証協会保証、政府関係機関保証、民間保証等
がありますが、その手続きについては金庫が定める「貸出金事務取
扱規定」等により、適切な事務取扱いを行っております。
　また、割引手形、手形貸付、証書貸付、当座貸越、債務保証等取引
に関して、お客様が期限の利益を失われた場合には、当該与信取引
の範囲において預金相殺を用いる場合があります。この際、信用リス
ク削減方策の一つとして当金庫が定める「貸出金事務取扱規定」や
各種約定書に基づき、法的に有効である旨確認の上、事前の通知や
諸手続きを省略して払戻充当いたします。
　なお、当金庫が採用しているバーゼルⅢで定められている信用リス
ク削減手法には預金相殺の他に適格担保としての当金庫預金積金が
あります。

■市場リスクに関する事項
　市場リスクとは、金利、為替、株式等の様々な市場の変動によって、
保有する資産・負債の価値が変動し損失を被るリスクをいいますが、
市場リスクには、主に「金利リスク」「価格変動リスク」「為替リスク」
があります。
＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫では市場リスクに対応するためＡＬＭ委員会において、資
産・負債の総合管理を行い、ＡＬＭ委員会で協議した主な内容は理
事会へ報告しております。
　市場リスク管理におけるリスク量については、分散共分散法によ
るＶａＲ法、ＢＰＶ法により計測しております。
＜派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する
リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　当金庫は直接派生商品取引を行っておりません。

　また、長期決済期間取引は該当ありません。
＜銀行勘定における出資その他これに類するエクスポージャー又は
株式等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続きの
概要＞
　上場株式、株式型投資信託については、時価評価のほか、VaR法
によるリスク計測によってリスク量を把握するとともに当金庫の抱
える市場リスクの状況や運用基準枠・リスク許容限度枠の遵守状況
についてＡＬＭ委員会に報告・検証のうえ、常務会及び理事会に報
告しております。
　一方、非上場株式、子会社株式、政策投資株式、投資事業組合等
への出資金にかかるリスクの認識については、有価証券にかかる運
用方針の中で定める運用枠内での取引に限定するなど、適正な運
用・管理を行っています。
　なお、当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める
「有価証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品
会計に関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。

■証券化エクスポージャーに関する事項
＜リスク管理の方針及びリスク特性の概要＞
　証券化取引とは、貸出債権等の原資産に係る信用リスクを優先
劣後構造の関係にある二つ以上のエクスポージャーに階層化し、そ
の一部又は全部を第三者に移転する性質を有する取引をいい、証
券化エクスポージャーとは証券化取引に係るエクスポージャーをい
います。
　当金庫が証券化取引を行う場合には、有価証券投資の一環で投
資家として証券化取引を行っております。
＜自己資本比率告示第248条第1項第1号から第4号までに規定する
体制の整備及びその運用状況の概要＞
　証券化エクスポージャーへの投資の可否については、市場環境、
証券化エクスポージャー及びその裏付資産に係る市場の状況等、
当該証券化エクスポージャーに関するデューデリジェンスやモニタ
リングに必要な各種情報が投資期間を通じて継続的または適時に
入手可能であることを運用部門において事前に確認するとともに、
当該証券化エクスポージャーの裏付資産の状況、パフォーマンス、
当該証券化商品に内包されるリスク及び構造上の特性等の分析を
行い、ＡＬＭ委員会での承認を経たうえで、理事長の決裁により最
終決定することとしております。
＜信用リスク削減手法として証券化取引を用いる場合の方針＞
　当金庫は、信用リスク削減手法として証券化取引及び再証券化
取引を用いておりません。
＜証券化エクスポージャーについて、信用リスク・アセットの額の算出
に使用する方式の名称＞
　当金庫は標準的手法を採用しております。
＜証券化取引に関する会計方針＞
　当該取引にかかる会計処理については、当金庫が定める「有価
証券会計処理基準」及び日本公認会計士協会の「金融商品会計に
関する実務指針」に従った適正な処理を行っております。
＜証券化エクスポージャーの種類ごとのリスク・ウェイトの判定に使
用する適格格付機関の名称＞
　証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトの判定に使用する適
格格付機関は以下の４つの機関を採用しています。なお、投資の種
類ごとに適格格付機関の使い分けは行っておりません。
　①（株）格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）
　②（株）日本格付研究所（ＪＣＲ）
　③ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙ’ｓ）
　④S&P グローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

■マーケット・リスクに関する事項
　マーケット・リスクとは、市場リスクのうち、マーケット・リスク規制
の適用対象となるトレーディング取引や為替取引及びコモディティ取
引に係るものをいいます。
＜リスク管理の方針、手続及び体制の概要＞
（１）リスクの特定、評価、管理及び削減に係る方法並びにヘッジの

有効性に係る監視の方法
　当金庫では、マーケット・リスクの計測について「簡易的方
式」を採用し、総務部経営企画が管理しております。
　また、フロントオフィス（資金運用部）とバックオフィス（総務
部経理）を分離したうえで、ミドルオフィス（総務部経営企画）
を設置することで、相互牽制が可能な体制をとっております。
　リスク削減に係る方法については、銀行勘定における金利リ
スクに関する事項に記載しております。なお、当金庫では、リス
クの削減を目的としたヘッジ取引は行っておりません。

（２）トレーディング勘定に分類する商品の範囲を定めるための方針
及び手続（低流動性ポジションの特定、管理及び監視に係る方
法を含む。）

　マーケット・リスク相当額に係る額の算入にあたっては、簡易
的方式を採用し、すべての商品をバンキング勘定に分類してお
ります。

（３）トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替を
行った場合には、次に掲げる事項
・当該振替を行った商品の市場価値及びグロスの公正価値
・当該振替の理由
　トレーディング勘定とバンキング勘定との間の商品の振替は
行っておりません。

（４）内部取引担当デスクのリスク移転の状況
　内部取引担当デスクは設置しておりません。

＜報告及び計測に係るシステムの範囲並びにその内容＞
　総務部経営企画は、マーケット・リスクの計測対象となる有価証
券等にかかる評価損益やＶａＲなどのリスク量を日次でモニタリン
グしております。また、リスク量の状況等を理事会及び常務会、ＡＬ
Ｍ委員会に月次で報告しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
　オペレーショナル・リスクとは、金融機関の内部管理体制の不備や
システムトラブルによる事故、災害等の外生的事象から発生しうるリ
スクをいい、当金庫では、事務リスク、システムリスク、その他のオペ
レーショナル・リスク（法務リスク、人的リスク、有形資産リスク、風評
リスク等）を総称してオペレーショナル・リスクと定義しております。

＜リスク管理の方針及び手続きの概要＞
　オペレーショナル・リスクの管理方針や管理体制については、「オ
ペレーショナル・リスク管理方針」及び「オペレーショナル・リスク管
理規定」で定めています。
　また、適正なリスク管理を実現するため、リスク毎の特性等に応
じた管理規定等を定めるとともにリスク管理の状況については理
事会及び常務会へ定期的に報告することとしております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法＞
　当金庫は、標準的計測手法によりオペレーショナル・リスク相当
額を算定しております。
＜BIの算出方法＞
　当金庫は、金利要素、役務要素及び金融商品要素の合計額であ
らわされる事業規模指標をBIとしております。
＜ILMの算出方法＞
　当金庫は、ILM（内部損失乗数）については、自己資本比率告示
第306条第1項第3号に基づき、「1」を使用しております。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、BIの算出から除
外した事業部門の有無＞
　該当事項はありません。
＜オペレーショナル・リスク相当額の算出に当たって、ILMの算出から
除外した特殊損失の有無＞
　該当事項はありません。

HACHISHIN ▶▶▶ 資料編（営業の状況）
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